


 九州旅客鉄道株式会社 専務取締役の前田です。皆様、本日はお忙しい中、 
お集まりいただき、誠にありがとうございます。 

 

 私から、目次記載の各項目について説明します。 

 



 まず、2018年3月期第2四半期の決算について説明します。 

 

 4ページをご覧ください。 

 



 連結決算の営業収益は、昨年4月に発生した「平成28年熊本地震」の反動等による鉄
道旅客運輸収入の増やマンション販売収入の増などにより対前年173億円の増収とな
りました。 

 

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、「平成29年7月九州北部豪雨」及び「台風18
号」に係る特別損失を計上したものの、昨年度に発生した「平成28年熊本地震」等に
係る特別損失の減などにより、対前年30億円の増益となりました。 

 

 また、EBITDAは、鉄道旅客運輸収入の増などにより、対前年で57億円増加しました。 

 

 詳細については、5ページをご参照ください。 

 

 次に、セグメント別の実績について説明します。 

 

 6ページをご覧ください。 

 

 

 





 セグメント別の実績については記載のとおりです。 

 

 主なセグメントについて説明します。 

 

 7ページをご覧ください。 

 



 

  運輸サービスセグメントについて説明します。 

 

 運輸サービスセグメントは、「平成28年熊本地震」の反動による鉄道旅客運輸収入の
増などにより、増収・増益となり、EBITDAも増加しました。 

 

 なお、鉄道旅客運輸収入は対前年で41億円の増収（内訳として新幹線で対前年31億円、
在来線で対前年10億円の増収）となりました。 

 

 鉄道旅客運輸収入の詳細については、13ページに記載しておりますので後ほどご参照
ください。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 駅ビル・不動産セグメントについて説明します。 

 

 駅ビル・不動産セグメントは、MJR六本松やMJR九大学研都市の引渡しに伴うマンショ
ン販売収入の増などにより、増収・増益となり、EBITDAも増加しました。 

 

 なお、サブセグメントである不動産賃貸については、JRJP博多ビルの平年度化や賃貸
マンションの新規開業等に伴う賃料収入の増などにより、増収・増益となり、EBITDA
も増加しました。 

 

 財政状況については、10ページに記載のとおりです。 

 

 続きまして、単体決算について説明します。 

 

 11ページをご覧ください。 

 

 







 営業収益は、「平成28年熊本地震」の反動による鉄道旅客運輸収入の増やマンション
販売収入の増などにより対前年109億円の増収となりました。 

 

 営業費用は、人件費の減はあるものの、マンション販売原価の増や固定資産の増に伴
う減価償却費の増などにより、対前年で72億円増加しました。 

 

 特別損益は、「平成29年７月九州北部豪雨」及び「台風18号」に係る特別損失の計上
がありました。なお、前年は「平成28年熊本地震」等に係る特別損失の計上や、金銭
の信託売却益の計上がありました。 

 

 以上の結果、四半期純利益は対前年28億円の増益となりました。 

 

 続きまして、2018年3月期の通期業績予想について説明します。 

 

 15ページをご覧ください。 

 









 2018年3月期通期の連結業績予想については、マンション販売収入の増やキャタピラ
ー九州の株式取得などにより、2017年8月10日公表の通期予想から営業収益、営業利
益、経常利益をそれぞれ上方修正しております。 

 

 一方、親会社株主に帰属する当期純利益は、「平成29年7月九州北部豪雨」や「台風
18号」の災害による特別損失を計上したことから、前回予想を据え置いております。 

 

 続きまして、セグメント別業績予想について説明します。 

 

 16ページをご覧ください。 

 



 主なセグメントについて説明します。 

 

 運輸サービスセグメントは、補償金工事収入等の増や経費節減、資産の取得時期の変
動による減価償却費の減などにより、対前回予想で増収・増益を見込んでいます。 

 

 駅ビル・不動産セグメントは、マンション販売収入の増、駅ビル会社の堅調な賃料収
入をふまえて、対前回予想で増収・増益を見込んでいます。 

 

 その他セグメントは、キャタピラー九州の株式取得や今年9月に開業した住宅型有料
老人ホーム「SJR六本松」が好調に推移していることなどにより、対前回予想で増収
・増益を見込んでいます。 

 

 続きまして、単体業績予想について説明します。 

 

 17ページをご覧ください。 

 



 単体業績予想について、 2017年8月10日公表の通期予想から営業収益、営業利益、経
常利益を上方修正し、当期純利益は災害による特別損失を計上したことから、前回予
想を据え置いております。 

 

 なお、鉄道旅客運輸収入については、 「平成29年７月九州北部豪雨」及び「台風18
号」による災害に伴う久大本線や日田彦山線等の不通の影響を見込み、前回予想を据
え置いております。 

 

 以上で、決算及び業績予想についての説明を終わります。 

 

 続きまして、20ページをご覧ください。 







 

 これから中期経営計画の進捗状況について説明します。 

 

 



 当社は、中期経営計画において、2018年度における連結営業収益4,000億円、連結
EBITDA780億円を目標としております。 

 

 計画の2年目である2018年3月期は、業績予想でお示ししているように、営業収益で数
値目標を達成できる見込みであり、前期に続き、着実な進捗状況であると認識してお
ります。 

 

 今後も各種施策を推進し、数値目標の達成を目指してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 設備投資額について説明します。 

 

 当社は、3ヵ年の連結設備投資総額として1,900億円を計画しており、主な内訳は「鉄
道事業における安全投資」650億円、「成長投資」800億円です。 

 

 成長投資については、2017年3月期の実績は359億円、2018年3月期の計画は360億円で、
3ヵ年の総額が800億円を上回ることもあると考えております。 

 

 中期経営計画期間の主な成長投資件名は記載のとおりです。 

 

 今後も、すべての事業の根幹である鉄道事業の基盤強化に必要な安全投資に継続的に
取り組みながら、まちづくりや地域のにぎわいづくりに資する成長投資も積極的に実
施してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 配当政策について説明します。 
 

 当社は、2019年3月期までの間は、連結配当性向30％程度を目安に、安定的な1株当
たり配当を目指すことを基本方針としております。 
 

 1株当たり年間配当額は、2018年3月期においては1株当たり78円の配当を予定してお
ります。 

 
 続きまして、各事業における取り組みを説明します。 
 
 25ページをご覧ください。 





 当社が展開するそれぞれの事業は、鉄道事業により構築された「安心と信頼」
、「集客力」を根幹とし、駅を中心とするまちづくりの推進により、事業間の
相乗効果を創出しております。 

 

 当社のまちづくりについて、福岡市を例に挙げると、鉄道を軸とした駅ビル・オフィ
ス・マンション・ホテル等の一体的開発が地域の人の流れを活性化し、鉄道事業にも
好影響を与えています。 

 

 続きまして、鉄道事業の取り組みについて説明します。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社グループの基幹事業である鉄道事業は、九州全域を結ぶ重要な交通手段として鉄
道運輸収入は安定的に推移しております。 

 

 2018年3月期については、昨年4月に発生した「平成28年熊本地震」の反動等により、
第1四半期は対前年を大きく上回りました。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社では、イールドマネジメントの一環として、「インターネット列車予約サービス」
の利用を推進しており、コンビニエンスストアにおける決済やポイント統合などを通じ
て利便性や魅力を高めています。 

 

 また、インバウンド需要を取り込むべく、外国人観光客専用の九州内乗り放題商品であ
る「JR九州レールパス」の販売促進に向けて、海外旅行代理店や航空会社との連携を進
めております。第2四半期までの販売実績は、好調であった熊本地震前の水準を上回って
います。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社では、鉄道事業において、変化し続ける経営環境や多様化するお客さまのニーズ
に柔軟に対応するために、技術革新と効率的な事業運営を推進しております。 

 

 ここでは主な取り組みとして、「Smart Support Station」及び架線式蓄電池電車
「DENCHA」について紹介しております。 

 

 今後も、お客さまの「安全」と「サービス」を維持向上しながら、技術革新に挑戦し、
効率的な事業運営に努めてまいります。 

 

 続きまして、今期発生した自然災害とその業績への影響等について説明します。 

 

 次のページをご覧ください。 



 2017年7月の九州北部豪雨により、久大本線と日田彦山線を中心に、橋りょうの流失
や線路流出などの被害が生じました。 

 

 久大本線の流失した「花月川橋りょう」については、2018年夏を目途に早期復旧に取
り組んでおり、こうした復旧に伴い特別損失として18億円を計上しています。 

 

 次のページをご覧ください。 



 2017年9月に九州へ上陸した台風18号により、日豊本線、豊肥本線の鉄道施設に被害
が発生しました。 

 

 日豊本線については、今年12月下旬の運転再開を目指して復旧を行っており、これら
により特別損失として30億円を計上しています。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 当社の成長と進化を牽引する駅ビル・不動産事業は、賃貸と分譲の二つの事業で構成
されており、連結EBITDAの約40％を占める重要な事業です。 

 

 賃貸事業については、駅ビル等の商業施設やオフィスビル、賃貸マンション等で構成
されており、賃貸事業のEBITDAは駅ビル・不動産セグメントのEBITDAの約90％を占め
ております。 

 

 分譲事業については、分譲マンション事業を九州各地で展開しており、安定した収益
を上げております。 

 

 2018年3月期の通期業績予想では、安定した賃貸事業をベースに、前期を上回る
EBITDAを見込んでおります。 

 

 次のページをご覧ください。 



 駅ビル事業の取り組みについて説明します。 

 

 当社の駅ビル事業は、九州の主要駅を中心に展開しており、駅ビルを核とした魅力的
でにぎわいの溢れるまちづくりを行い、当社グループの価値向上や地域経済の活性化
に努めており、会社発足以降、自社で培った運営ノウハウ、マーケティング戦略を活
用して高収益を実現し成長を続けています。 

 

 今後も、これらの取り組みを通じ収益力を維持向上させつつ、地域のにぎわいづくり
に貢献していきます。 

 

 次のページをご覧ください。 



 今年9月に東街区が開業した六本松開発の概要について説明します。 

 

 所在地は福岡市中央区で最寄駅は福岡市営地下鉄の六本松駅であり、九州大学のキャ
ンパス跡地を取得のうえ、開発をしました。 

 

 本開発については、敷地を東街区と西街区に分かれており、 
東街区については、商業施設や法科大学院、福岡市科学館、また当社のグループが運
営するSJR六本松などを配置しています。西街区については、総戸数351戸の分譲マン
ション「MJR六本松」を配置しており、既に引渡しを終えております。 

 

 今後も、当社の成長に寄与し、かつ地域の魅力向上につながる案件については、当社
の鉄道沿線に限らず、積極的にまちづくりに関わっていきたいと考えております。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社のマンション事業について説明します。 

 

 当社の賃貸マンションは、戸数、売上ともに着実に伸ばしてきており、今後も都市圏
を中心に積極的に新規開発を推進し、安定した収益を確保していきたいと考えており
ます。 

 

 分譲マンションについては、九州において当社のブランドを確立しており、2015年と
2016年において2年連続で九州地区におけるマンション販売戸数首位の座を獲得してお
ります。今後も積極的に新規開発を推進し、シェアを拡大したいと考えております。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 九州外エリアでの主な取り組みについて説明します。 

 

 当社は、さまざまな事業において日本全国、そしてアジアのマーケットを目指した事
業の拡大を推進しております。今年度上期おいては、那覇でのホテル開業やドラッグ
イレブンの東京初出店を実施しました。 

 

 また、11月にはタイに現地法人を設立予定であり、海外における不動産開発事業の展
開を検討してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 



 今後の主な開発パイプラインは記載のとおりです。 

 

 九州を中心としながら、それ以外の地域においても当社の強みを活かしたパイプライ
ンが控えております。 

 

 現中期経営計画期間以降には熊本駅や長崎駅の周辺開発も予定しております。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 当社は、熊本駅周辺のまちづくりを進めており、今回はそのメインとなります熊本駅
ビルの概要について説明します。 

 

 熊本駅ビルは、陸の玄関口「熊本駅」に相応しい、地上12階、地下1階建ての駅ビル
で、商業とホテル、立体駐車場による複合施設として2021年春の開業を予定しており
ます。 

 

 また、駅ビルの開発にあわせて住居等の開発を計画しており、熊本駅周辺のまちづく
りを進めてまいります。 

 

 詳細については、配布しておりますプレス資料をご参照ください。 

 

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 












